
（単位：千円）

科  目 金  額 金  額

6,147,010 3,247,357 

144,151 32,355 

1,933,542 217,229 

1,911,812 97,956 

5,777 146,678 

346,642 2,075,254 

15,698 15,783 

35,369 －

1,283,388 320,756 

470,020 340,979 

961 365 

▲ 354

2,095,442 360,802 

1,215,106 230,980 

417,054 23,840 

224,184 55,390 

363,108 50,592 

112,287 －

81,120 3,608,160 

17,351 

110,848 

87,559 4,632,602 

10,247 200,000 

251 4,432,602 

9,947 50,000 

2,842 4,382,602 

769,487 4,382,602 

38,059 1,691 

10 その他有価証券評価差額金 1,691 

130,389 4,634,293 

85,420 

－

481,264 

18 

34,326 

8,242,453 8,242,453 
（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示している。

資  産  合  計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

そ の 他 の 投 資 等

長 期 繰 延 税 金 資 産

前 払 年 金 費 用

そ の 他 利 益 剰 余 金

敷 金

リ ー ス 資 産

株 式 評価・換算差額等

長 期 前 払 費 用

長 期 差 入 保 証 金

出 資 金

投 資 そ の 他 の 資 産 繰 越 利 益 剰 余 金

電 話 加 入 権

無 形 固 定 資 産

電 気 通 信 施 設 利 用 権

建 設 仮 勘 定

ソ フ ト ウ ェ ア

賞 与 引 当 金

諸 前 受 金

 貸  借  対  照  表 

（２０２５年　３月３１日現在）

棚 卸 資 産

流 動 負 債

（負債の部）

買 掛 金

未 払 金売 掛 金

現 金 お よ び 預 金

（資産の部）

預 け 金

流 動 資 産

科  目

リ ー ス 資 産

（純資産の部）

建 設 仮 勘 定

工 具 器 具 備 品

負　債　合　計

土 地

契 約 資 産

契 約 負 債

未 収 入 金

仕 掛 品

固 定 資 産

貸 倒 引 当 金

リ ー ス 債 務

未 払 法 人 税 等

リ ー ス 投 資 資 産

建 物

前 払 費 用

そ の 他 固 定 負 債

長 期 リ ー ス 債 務

固 定 負 債

有 形 固 定 資 産

そ の 他 流 動 資 産

電 気 通 信 設 備

そ の 他 流 動 負 債

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

未 払 費 用

預 り 金

利 益 剰 余 金

資 本 金

株 主 資 本

純　資　産　合　計

利 益 準 備 金

長 期 繰 延 税 金 負 債
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（単位：千円）

10,621,025 

9,006,870 

1,614,155 

918,338 

695,817 

2,385 

23,265 25,650 

1,461 

12,739 14,200 

707,266 

707,266 

194,444 

26,267 220,712 

486,553 

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示している。

法 人 税 等

 損  益  計  算  書 

金    額

２０２５年　３月３１日まで

科    目

２０２４年　４月　１日から

売 上 高

営 業 外 費 用

支 払 利 息

受 取 利 息 ・ 配 当 金

営 業 外 収 益

一 般 管 理 費

営 業 利 益

雑 損 失

経 常 利 益

売 上 原 価

売 上 総 利 益

雑 収 益

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益
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１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１） 有価証券の評価基準および評価方法

 その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

    ・・・・・・ 時価法 （ 評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定 ）

市場価格のない株式等

    ・・・・・・ 移動平均法による原価法

（２） 棚卸資産の評価基準及び評価方法

 貯蔵品 先入先出法による原価法  （貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価

引下げの方法）

 商品・仕掛品     ・・・・・・ 個別法による原価法  （貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価引下

げの方法）

（３） 固定資産の減価償却方法

 有形固定資産（リース資産を除く）

　　 定率法

ただし、１９９８年４月１日以降に取得した建物および２０１６年４月１日以降に

取得した建物附属設備・構築物については定額法

 無形固定資産

自社利用のソフトウェア

利用可能期間（５年）で償却

 リース資産

所有権移転外ファイナンスリース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

（４） 引当金の計上基準

 貸倒引当金 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、破

産更正債権等特定の債権については個別に回収の可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。

 賞与引当金

従業員賞与引当金 ・・・ 従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額を計上しております。

役員賞与引当金 ・・・ 役員の賞与の支給に充てるため、支給見込額を計上しております。

 退職給付引当金

従業員退職給付引当金または前払年金費用

・・・ 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度における退職給付債務およ

び年金資産の見込額に基づき計上しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の年数（５年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生

の翌事業年度から費用処理しております。

    ・・・・・・・・・・・

    ・・・・・・・・・

    ・・・・・・・・・

個  別  注  記  表
２０２４年　４月　１日から

２０２５年　３月３１日まで

    ・・・・・・・・・

    ・・・・・・・・・
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 役員退職慰労引当金 ・・・

計上しております。

（５） 収益及び費用の計上基準

ります。

獲得し充足されると判断し、引渡時点で収益を認識しております。

また、商品販売等における役割が代理人に該当すると判断した取引については、純額で収益を認識してお

なお、当事業年度末日では、年金資産が退職給付債務を超過している

ため、当該超過額を前払年金費用に計上しております。

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を

受注製作のソフトウエア開発又は保守サービスに係る履行義務は、一定の期間にわたり履行義務を充足

する取引であり、履行義務の充足の進捗度に応じて収益を認識しております。

商品等の販売に係る履行義務は、商品等を引き渡す一時点において、顧客が当該商品等に対する支配を
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